
人事行政の運営等の状況を公表 

 

令和４年度の職員の給与や服務の状況などの人事行政の運営等の状況をお知らせします。 

これは、地方公務員法及び養父市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、人事行政の公

平性、透明性を高めることを目的として行うものです。 

 

令和５年９月 27 日公表分 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

 職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

R4 年 R5 年 

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政 

議 会 

総 務 

税 務 

農林水産 

商 工 

土 木 

4 人 

72 人 

12 人 

19 人 

7 人 

22 人 

4 人 

70 人 

13 人 

18 人 

7 人 

24 人 

0 人 

△2 人 

1 人 

△1 人 

0 人 

2 人 

 

人事異動による減 

人事異動による増 

人事異動による減 

 

人事異動による増 

小 計 136 人 136 人 0 人  

福
祉
関
係 

民 生 

衛 生 

65 人 

19 人 

64 人 

24 人 

△1 人 

5 人 

人事異動による減 

事務事業量の見直しによる増 

小 計 84 人 88 人 4 人  

一般行政部門計 220 人 224 人 4 人  

教 育 37 人 36 人 △1 人 人事異動による減 

消 防 0 人 0 人 0 人  

小 計 37 人 36 人 △1 人  

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

病 院 

水 道 

交 通 

下水道 

その他 

3 人 

7 人 

0 人 

6 人 

14 人 

2 人 

7 人 

0 人 

7 人 

12 人 

△1 人 

0 人 

0 人 

1 人 

△2 人 

人事異動による減 

 

 

人事異動による増 

収益事業団体への派遣終了による減 

小 計 30 人 28 人 △2 人  

総 合 計 287 人 288 人 1 人  

 （注） 職員数は、特別職を除き再任用フルタイムを含んだ人数です。 



(2) 年齢別職員数の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 

20 歳 

 

未満 

20 歳

～ 

23 歳 

24 歳

～ 

27 歳 

28 歳

～ 

31 歳 

32 歳

～ 

35 歳 

36 歳

～ 

39 歳 

40 歳

～ 

43 歳 

44 歳

～ 

47 歳 

48 歳

～ 

51 歳 

52 歳

～ 

55 歳 

56 歳

～ 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

計 

職員数 1 人 9 人 26 人 29 人 22 人 18 人 28 人 37 人 50 人 35 人 28 人 5 人 288 人 

 

 (3) 定員管理計画の数値目標 

  ① 定員管理計画目標 

    平成 31 年４月に策定した定員管理計画では、令和６年度当初の職員数 275 人を目標としている。 

   

② 定員管理計画策定時における定員の数値目標 

部門 区分 H31 年 R2 年 R3 年 R4 年 R5 年 R6 年 

一般行政部門 

減 員  1 人 1 人 2 人 3 人 3 人 

増 員  0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

差 引  △1 人 △1 人 △2 人 △3 人 △3 人 

職員数 217 人 216 人 215 人 213 人 210 人 207 人 

特別行政部門 

減 員  1 人 1 人 1 人 1 人 2 人 

増 員  0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

差 引  △1 人 △1 人 △1 人 △1 人 △2 人 

職員数 36 人 35 人 34 人 33 人 32 人 30 人 

公営企業等部門 

減 員  0 人 1 人 1 人 0 人 0 人 

増 員  0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

差 引  0 人 △1 人 △1 人 0 人 0 人 

職員数 40 人 40 人 39 人 38 人 38 人 38 人 

総合計 

減 員  2 人 3 人 4 人 4 人 5 人 

増 員  0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

差 引  △2 人 △3 人 △4 人 △4 人 △5 人 

職員数 293 人 291 人 288 人 284 人 280 人 275 人 



２ 職員の人事評価の状況 

   ・人事評価を勤勉手当及び昇給に反映中 

    令和４年度   優秀８人、良好 247 人、やや良好でない７人、良好でない１人  

 

３ 職員の給与及び手当の状況 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（４年度末） 

歳出額 

A 
実質収支 

人件費 

B 
人件費率 B/A 

４年度の 

人件費率 

４年度 21,756 人 18,242,707 千円 942,689 千円 3,049,281 千円 16.7％ 16.7％ 

   （注） 普通会計とは、地方財政決算統計上における会計区分であって、公営企業と事業会計以外の

すべての会計をいいます。 

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

A 

給     与     費 １人当たり給与費 

B/A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

４年度 260 人 994,409 千円 570,942 千円 377,112 千円 1,565,351 千円 6,020 千円 

   （注）１ 職員手当には退職手当、児童手当を含みません。 

      ２ 給与費は当初予算に計上された額です。 

 

 (3) 職員の平均給料月額、平均年齢の状況（令和５年４月１日現在） 

一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

319,900 円 42.8 歳 297,100 円 44.8 歳 

 

 (4) ラスパイレス指数の状況 

R4 年(4/1) R3 年(4/1) 

96.4 96.1 

   （注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を

示す指数です。 

 

 (5) 職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在） 

区  分 養父市 国 

一般行政職 
大学卒 185,200 円 185,200 円 

高校卒 154,600 円 154,600 円 

    

 

 

 

 

 



 (6) 職員の経験年数別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在） 

区      分 大学卒 高校卒 

一般行政職 

経験年数 10 年以上 15 年未満 257,300 円 244,900 円 

経験年数 15 年以上 20 年未満 294,000 円  -  円 

経験年数 20 年以上 25 年未満 344,800 円 317,100 円 

 

 (7) 一般行政職の級別職員数の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

標準的な

職務内容 
主 事 主 事 

副主幹 

主 査 

(内副主

幹) 

主 幹 課 長 課 長 部 長 

職員数  28 人  35 人 
 69 人 

(16 人) 
 67 人  10 人  36 人 18 人 

構成比 10.7％ 13.3％ 26.2％ 25.5％ 3.8％ 13.7％ 6.8％ 

   （注）１ 養父市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

      ２ 標準的な職務の内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

(8) 期末手当・勤勉手当（令和５年４月１日現在） 

養  父  市 国 

１人当たり平均支給額（４年度） 

14,275 百円 

 

（令和４年度支給割合） 

期末手当 2.40 月分 

 勤勉手当 2.00 月分 

（令和４年度支給割合） 

期末手当 2.40 月分 

 勤勉手当 2.00 月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5％～10％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5％～20％ 

 

 (9) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

養  父  市 国 

（支給率）  自己都合   勧奨・定年 

勤続 20 年  19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年  28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年  39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度額  47.709 月分  47.709   月分 

その他の加算措置：定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算） 

１人当たり平均支給額   12,244 千円 

（支給率）  自己都合   勧奨・定年 

勤続 20年  19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続25年  28.0395月分 33.27075 月分 

勤続35年  39.7575月分 47.709  月分 

最高限度額  47.709 月分  47.709  月分 

その他の加算措置：定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算） 

 

   （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した全職種に係る職員に支給された



平均額です。 

 

 (10) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給職員１人当たり平均支給月額（令和５年４月） 
（対象１人） 

195 百円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全地域 0％ － 0％ 

 

(11) 特殊勤務手当（普通会計：令和５年４月１日現在） 

区     分 全  職  種 

職員全体に占める手当支

給職員の割合 
 3.8％ 

１人当たり平均支給月額 

（令和４年度支給額） 
  5,900 円 

手当の種別及び支給額 

税務滞納処分事務手当                日額 500 円 

感染病防疫作業手当                 日額 500 円 

危険困難作業手当（除雪作業・へい獣死廃処理・有害獣捕獲回収・環

境衛生消毒作業）                  日額 500 円 

行旅死亡人作業手当                 日額 500 円 

清掃員（清掃主任）手当                日額 720 円 

清掃員手当                      日額 620 円 

重機運転手当（もっぱら重機運転に従事）       日額 500 円 

医師手当（国保医師）       予算の範囲内で市長が定める額 

医師往診手当           予算の範囲内で市長が定める額 

医師初任給調整手当        予算の範囲内で市長が定める額 

医師歯科診医師手当        予算の範囲内で市長が定める額 

看護師待機手当                    1 回 1,000 円 

索道技術管理（管理者）手当（運行業務期間中）    月額 20,000 円 

索道技術管理（補佐）手当（運行業務期間中）    月額 10,000 円 

し尿収集処理作業手当                 日額810円 

し尿収集処理作業（主任）手当            日額 1,050 円 

ごみ処理作業手当                   日額810円 

ごみ処理作業（主任）手当              日額 1,050 円 

火葬作業手当                     日額810円 

歯科技工師手当                    日額960円 

マイクロバス運転手当                日額1,000円 

  （注） 平均支給月額は、令和４年４月支給月額を令和４年４月の支給対象職員数で除したものです。 

 



(12) 時間外勤務手当 

支給職員１人当たり平均支給月額（令和５年４月実績）    457 百円 

 

 (13) その他手当（令和５年４月１日現在） 

区 分 養  父  市 国 

住居手当 

 

・国と同じ 

 

・借家＝家賃に応じて 28,000 円を限度に

支給（家賃 16,000 円を超える場合に限

る） 

通勤手当 

・交通機関利用の場合＝国と同じ 

・自動車等利用の場合＝使用距離に応じ

て 1,000 円～31,600 円を支給 

・交通機関利用の場合＝運賃等相当額が

55,000 円以下は運賃等相当額 

・自動車等利用の場合＝使用距離に応じて

2,000 円～31,600 円を支給 

扶養手当 ・国と同じ 

・子 10,000 円 

・子以外の扶養親族１人 6,500 円 

・16 歳から 22 歳までの子１人 5,000 円加 

 算 

管理職手当 

・管理又は監督の地位にある職員のう

ち、規則で指定する職員 

  部長級  70,000 円 

  次長級  63,000 円 

  課長級  50,000 円 

  参事級  40,000 円 

  副課長級 32,000 円 

・管理又は監督の地位にある職員のうち、

規則で指定する職員 

  俸給表別、職務の給別、俸給の特別調

整額の区分別に定額の手当てを支給 

  46,300 円～146,400 円 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 (1) 勤務時間の状況（令和５年４月１日現在） 

勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

７時間 45 分/日 8：30 17：15 12：00～13：00 

 

 (2) 年次有給休暇の取得状況（令和４年実績） 

付与日数 １人当たり平均取得日数 

１暦年につき 20 日 10.1 日 

 

 (3) 特別休暇等の概要（令和５年４月１日現在）  

主な種類 付  与  日  数  等 

公民権行使 

必要と認められる期間 証人等出頭 

骨髄提供 



ボランティア休暇 ５日以内（年） 

結婚休暇 ５日以内 

不妊治療休暇 
不妊治療に係る通院等の為、勤務しないことが相当であると認められる場合 

５日以内（年） 

産前休暇 
出産予定日８週間（多胎妊娠の場合にあっては 14 週間）前の日から出産の日

まで 

産後休暇 出産の日の翌日から８週間を経過する日まで 

育児時間 １日につき２回各 30 分以内 

妻の出産 
妻の出産に係る入院等の日から出産の日後２週間を経過する日までの間にお

いて２日以内 

育児参加休暇 

職員の妻の出産予定日８週間前の期間から産後１年を経過するまでの間、当

該出産にかかる子又は小学校就学前の子を養育するため必要な場合 ５日以

内 

生理休暇 必要な期間 

子の看護 
小学校就学前の子の看護の為、勤務しないことが相当であると認められる場

合 ５日以内（年） 

短期の介護休暇 
日常生活を営むのに支障がある者を介護する為、勤務しないことが相当であ

ると認められる場合、５日以内（年） 

忌引 親族の区分により１日から 10 日までの期間 

父母の追悼行事 １日以内 

夏季休暇 ５日以内（６月～10 月） 

リフレッシュ休暇 勤続年数が 20 年、30 年に達した場合 連続する３日以内 

病気休暇 
90 日以内（ただし、結核性疾患、精神障害の場合２年以内。公務災害の場合

は任命権者が必要と認める期間） 

介護休暇 
介護対象者１人当り、３年間の内必要とする２週間以上の期間の取得を３回

まで。上限通算６箇月（無給） 

育児休業 ３歳に満たない子を養育する場合 その子が３歳に達する日まで（無給） 

 

 (4) 育児休業の取得状況（令和４年度） 

区 分 取 得 者 数 

男性 女性 計 

育児休業 ５人 ６人 11 人 

部分休業 0 人 １人 １人 

   （注） 令和４年度中に新たに取得した人数です。 



５ 職員の分限及び懲戒免職処分の状況 

 (1) 分限処分の状況（令和４年度） 

処  分  事  由 免職 降任 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合 0 人 0 人   0 人 

心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又こ

れに堪えない場合 
0 人 0 人 10 人  10 人 

職に必要な適格性を欠く場合 0 人 0 人   0 人 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を

生じた場合 
0 人 0 人   0 人 

刑事事件に関し起訴された場合   0 人  0 人 

水難、火災その他の災害により生死不明又は所在不

明となった場合 
  0 人 0 人 0 人 

計 0 人 0 人 10 人 0 人 10 人 

   （注） 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保という目的から、一定の事由が

ある場合に、職員の意に反して免職や休職などの処分を行うことです。 

   （注） 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合はその数を重複して計上しています。 

 

 (2) 懲戒処分の状況（令和４年度） 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

職務上の義務に違反した又は職務を

怠った場合 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行のあった場合 
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

計 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

   （注） 懲戒処分とは、職員に職務上の義務違反や全体の奉仕者としてふさわしくない非行があった

場合に、その道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的と

して、職員に制裁として処分を行うことです。 

 

６ 職員の服務の状況 

 (1) 職務専念義務の免除の概要（令和５年４月１日現在） 

免除の対象と

なる主な場合 

研修を受ける場合 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 

職務遂行に関し密接な関連のある国、県又は他の地方公共団体若しくは



公共的団体の職務に従事する場合 

消防団員又は水防団体としての業務に従事する場合 

定期健康診断又は市長が認める健康診断を受ける場合 

 

 (2) 営利企業等従事許可の状況（令和４年度） 

許可した内容 許可件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社

その他の団体の役員その他の地位を兼ねるもの 
３件 

自ら営利を目的とする私企業を営むもの 0 件 

報酬を得て事業又は事務に従事するもの 25 件 

 

７ 職員の研修の状況 

 (1) 研修の実施状況（令和４年度） 

主 催 者 研  修  名 
受講者数 

（延べ数） 

兵庫県自治研修所 若手、中堅、監督職、管理職、女性リーダーなど 40 人 

市町振興課 個人情報保護、給与など  ４人 

但馬広域行政事務組合 
新任職員、中堅職員、管理監督職、民法、法制執務、行政

法、政策形成など 
62 人 

養父市等 新任、労働安全、統計活用、広報、パソコンなど 175 人 

 

８ 職員の退職管理の状況 

（1） 退職者の状況（令和４年４月１日～令和５年３月 31 日） 

区 分 定 年 勧 奨 自己都合 その他 合 計 

一般事務職 ３人 ３人 ２人 ３人 11 人 

保 健 師 １人 0 人 １人 0 人 ２人 

保 育 士 １人 0 人 ２人 0 人 ３人 

看 護 師 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

社会福祉士 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

医   師 １人 0 人 0 人 0 人 １人 

技能労務職 ３人 0 人 １人 0 人 ４人 

合 計 ９人 ３人 ６人 ３人 21 人 

 

 (2) 退職管理の状況 

    退職者が再就職した場合の養父市への届け出義務はなし 

 

 



９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 (1) 健康診断等の実施状況（令和４年度） 

区  分 受診者数 

定期健康診断 154 人 

人間ドック  136 人 

 

 (2) 共済組合及び職員互助会の事業の概要（令和５年度） 

  ① 共済制度 

    職員は、兵庫県市町村職員共済組合又は公立学校共済組合に加入しています。 

    共済組合では、短期（医療保険）、長期（公的年金）、福祉（保健、貯金、貸付）等の事業を行って

います。 

    これらの事業は、職員の掛金と、市の負担金で運営されています。 

 

  ② 職員互助会 

    職員は、兵庫県町村職員互助会又は兵庫県学校厚生会に加入しています。 

    会では、福利厚生事業（各種見舞金、各種祝金、弔慰金等の給付）等の事業を行っています。 

これらの事業は、職員の掛金と、市の負担金で運営されており、その状況は次のとおりです。 

年度 公費負担額 会員掛金総額 会員数 １人当たり公費補助額 公費負担率 

４   2,570 千円  5,139 千円  351 人  7,321 円 33.3％ 

    また、職員は、独自に養父市職員互助会を組織しています。 

    会では、福利厚生事業（慶弔金の給付事業、元気回復や健康増進事業等）を行っています。 

    これらの事業は、職員の掛金のみで運営されており、公費負担はありません。 

 

 (3) 公務災害等の認定状況（令和４年度） 

区 分 傷 病 死 亡 

公 務 災 害 ４件 ０件 

通 勤 災 害 ０件 ０件 

 

 (4) 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和４年度） 

区   分 件 数 

前年度からの繰越件数 0 件 

当年度の新規要求件数 0 件 

当年度中終了件数 0 件 

次年度への繰越件数 0 件 

 

 (5) 不利益処分に関する不服申立ての状況（令和４年度） 

区   分 件 数 

前年度からの繰越件数 0 件 

当年度の新規要求件数 0 件 

当年度中終了件数 0 件 

次年度への繰越件数 0 件 



 

10 職員の採用試験及び選考の状況 

①  採用試験の実施状況（令和４年４月２日～令和５年４月１日） 

区 分 受験者 １次試験合格者 最終合格者 採用者 

一般事務職 62 人 34 人 12 人 11 人 

保育教諭 ２人 ０人 ０人 ０人 

保健師 ５人 ４人 ３人 ３人 

社会福祉士（児童福祉職含む） ９人 ５人 ２人 １人 

歯科衛生士 １人 １人 １人 １人 

看護師 ２人 - ２人 １人 

技能労務職 １人 １人 １人 １人 

土木技術職 ２人 ２人 １人 １人 

合 計 84 人 47 人 22 人 19 人 

 

11 障害者の任用状況（令和４年６月１日現在） 

 

※法定雇用障害者数は不足なし。 

 

12 特別職の報酬等の状況 

 (1) 給料、報酬、期末手当の状況（令和５年４月１日現在） 

 市 長 副市長 教育長 議 長 副議長 議 員 

給料・報酬 

（月額） 
783,000円 630,000 円 585,000 円 430,000円 340,000円 310,000 円 

期末手当 

(４年度支給割合) 

4.25 月分（６月期＝2.075 月分、12 月

期＝2.175 月分）  

3.95 月分（６月期＝1.9 月分、12 月

期＝2.05 月分） 

    

 (2) 退職手当の状況（令和５年４月１日現在） 

区 分 算定方式 支給時期 

市 長 給料月額×41/100×在職月数 任期毎 

副市長 給料月額×25/100×在職月数 任期毎 

教育長 給料月額×18.5/100×在職月数 任期毎 

 

法定雇用率   2.6％ 3.34％ 


